



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































喜久夫編『新版 注釈民法（１）[ 改訂版 ]』88－89頁〔安永正昭〕（有斐閣、2002）
（11）加藤雅信ほか編『民法学説百年史』〔磯村保〕「鳩山秀夫「債権法に於ける信義誠
實の原則」」56頁（有斐閣、1999）
（12）これを修正した立法的現象として「建物保護二関スル法律」（明治42年、1909年）
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がある。
（13）菅野耕毅『信義則及び権利濫用の研究』39頁（信山社、1994）
（14）牧野英一『現代の文化と法律』「法律の社会化」40頁（有斐閣、第５版、1924）
（15）牧野英一『法律における具体的妥当性』「具体的妥当性」42頁（有斐閣、1948）
（16）牧野英一『民法の基本問題　第４編　信義則に関する若干の考察』「信義則の三つ
の味方」97頁（有斐閣、1936）
（17）鳩山秀夫『日本債権法総論』93頁（岩波書店、第59版、1924）。
（18）鳩山・前掲注（17）94頁「信義ノ意義ニ付テハ…余ハ之ヲ以テ取引上ノ道徳トナ
シ即チ各当事者ノ個人的利益ヲ極端ニ主張セザルコトヲ謂フモノト解ス」としている。
（19）鳩山秀夫『日本債権法総論』110頁（岩波書店、増訂改版、1925）。鳩山・前掲注（17）
と同様にドイツ民法と比較しているが「債権法ハ信義誠実ヲ以テ其ノ基本原則トスル
モノナルガ故ニ同一ニ解セザルベカラズ」とする。菅野・前掲注（13）41頁では大
正７年（1918）の時点で、債権法基本原則とすべき主張がされているとしている。
（20）鳩山秀夫「債権法に於ける信義誠実の原則」法学協会雑誌42巻１～８号（1924）〔債
権法における信義誠実の原則（有斐閣、1955）所収253頁〕
（21）鳩山・前掲注（20）255頁。その他の理由としては、「取引の範囲が拡張し取引の
関係が複雑に」なったこと、「フランス・ドイツにおける19世紀における法律及び法
律学の状態」において「正義、公平、信義、誠実という観念が重要なる地位を占」め
ることを挙げている。
（22）加藤・前掲注（11）58頁。「本論文は…鳩山民法学の新たな出発点となる可能性を
秘めるもの」であるとする。
（23）菅野・前掲注（13）45頁。買戻権の行使について、些少の不足額により買戻の効
力の発生を妨げないとした事例。もっとも、相手方が契約費用の照会に応じないため
に不足したという事情が考慮されているとされる。
（24）谷口＝石田・前掲注（10）81頁では、本判決について「再び明示的に「信義衡平ノ観念」
を指摘し、信義誠実の原則的価値を確認した」とする。
（25）本判決は「此ノ結論タルヤ信義ノ原則ヨリシテ観ルモ洵ニ当然ノコトナリト云フ
ヘシ」としている。
（26）本判決以前においても、頼母子講の管理人である表示をした者に対する責任を認
め「禁反言の法理を暗に認め」た事例とされる。菅野・前掲注（13）77頁。
（27）谷口＝石田・前掲注（10）82頁。判例の拡張拡大とともに、学説による理論的検
討や判例の総合研究を試みて、信義則の通則としての客観化が試みられている。そし
て「第二次世界大戦中・大戦後の社会的動揺期に至って、信義誠実の原則は、民法の
一指導原理として確固たる地位を占めるに至った」とする。
（28）鳩山・前掲注（20）261頁。鳩山博士は「取引法、債権法は此の如く信義を基礎
として成立するものであるから、信義誠実の原則がこの種類の法律に於て特に重要な
る意義を有すべきことは寧ろ当然と言はねばならぬ」とする。もっとも、債権発生以
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前についても信義則の適用があるとする。同262頁。
（29）谷口＝石田・前掲注（10）76頁。もっとも、規定上の文言が債務の履行ないし履
行の方法を明言しているのであって、判例・学説においては、信義則はその適用範囲
を拡大している。
（30）谷口＝石田・前掲注（10）77頁。
（31）我妻栄『新訂民法総則』34頁（岩波書店、1965）。そして、「単に当事者間に認め
られた権利の行使と義務の履行について規定するだけでなく、―法律及び契約の解釈
によって―当事者間にいかなる内容の権利義務が生ずるかを決定するに当たっても信
義誠実の原則を標準とすべきでことを要請するものと解すべき」としている。同書
35頁。
（32）その他、四宮教授は我妻教授を引用して「社会共同生活の一員として、互いに相
手の信頼を裏切らないように誠意をもって行動することを要求するルールのことを信
義誠実の原則」としている。（四宮和夫・能見義久『民法総則』15頁（弘文堂、第８
版、2010））。また、北川教授は「信義則は、私法関係において、権利の行使であれ
義務の履行であれ取引上通常期待されている信頼にそうように、誠実に行動すべきで
あるとする原則」としている（北川善太郎『民法総則（民法講要Ⅰ）』17頁（有斐閣、
1993））。
（33）我妻・前掲注（31）32頁。私権が認められる根拠は、それが社会共同生活の向上
発展のための不可欠の要件であることに存在する。
（34）川島武宜『民法総則（法律学全集17）』50頁以下（有斐閣、1965）。
（35）川島・前掲注（34）205頁。前＝法律的社会関係ないし前＝法律的価値をそのま
ま承認してこれに法的保護を与えることを原則とする近代法は、そのような社会的期
待に法的保護を与えることを要請されているとする。
（36）川島・前掲注（34）51頁。
（37）我妻・前掲注（31）32頁。
（38）河上正二『民法総則講義』14頁（日本評論社、2007）。
（39）谷口＝石田・前掲注（10）92頁。
（40）河上・前掲注（38）15頁。ここで挙げた判例（最判平成17年７月19日判決まで）
について同書を参考とした。
（41）本判決では「一般に、債務者は、債務内容を正確に把握できない場合には、弁済
計画を立てることが困難となったり、過払金があるのにその返還を請求できないばか
りか、更に弁済を求められてこれに応ずることを余儀なくされるなど、大きな不利益
を被る可能性があるのに対して、貸金業者が保存している業務帳簿に基づいて債務内
容を開示することは容易であり、貸金業者に特段の負担は生じない」とし、当事者間
の衡平の観点から判断している。
（42）売主から委託を受けてマンションの専有部分の販売に関する一切の事務を行って
いた宅地建物取引業者に専有部分内に設置された防火戸の操作方法等につき買主に対
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して説明すべき信義則上の義務があるとされた事例。
（43）「判批」判例タイムズ1308号102頁（2009）。期限の利益喪失後も当初の約定の支
払期日までに支払われた遅延損害金については、その利率を利息の利率と同じとする
旨の特約が付されており、借主としては、Ｘ（貸主）の対応によっては、期限の利益
を喪失したことを認識しないまま支払を継続する可能性が多分にあったことに加え、
借主において期限の利益を喪失していないと誤信しても無理からぬようなＸ側の対応
があり、これにより借主が期限の利益を喪失していないと誤信し、Ｘもその誤信を知
りながらこれを解くことなく、長期間、借主が経過利息と誤信して支払った金員等を
受領し続けたような場合には，後になって、既に期限の利益を喪失していたと主張す
ることは，誤信を招くようなＸの対応のために、期限の利益を喪失していないものと
信じて支払を継続してきた借主の信頼を裏切るものであり、信義則に反し許されない
ことを明らかにした事例。
（44）菅野・前掲注（13）12頁。
（45）河上・前掲注（38）15頁参照。
（46）例えば、磯村保『矛盾行為禁止の原則について１～４完』法律時報61巻２号、３号、
６号、13号。有賀恵美子「矛盾行為と信義則―わが国における禁反言則展開のために
―」平野裕之ほか編『現代民事法の課題　新美育文先生還暦記念』（信山社、2009）。
（47）有賀・前掲注（46）禁反言の法理の沿革について５頁以下参照。
（48）有賀・前掲注（46）10頁。
（49）有賀・前掲注（46）11頁。
（50）河上・前掲注（38）472頁。その他、四宮・能見・前掲注（32）329頁、鈴木禄弥
『民法総則講義』350頁（創文社、二訂版、2003）。なお、「何人も自己の先行する言
動に矛盾する言動をとることは許されない」（潮見佳男『民法総則講義』13頁（有斐閣、
2005））など「相手方の信頼」を挙げないものもある。
（51）我妻栄『民法案内２　民法総則』52頁（勁草書房、第２版、2009）。信義誠実の
原則に基づいて、一定の法律関係において、妥当な結果を生じさせる特有の法理が形
成されるとする。
（52）磯村・前掲注（46）「矛盾行為（１）」90頁。矛盾行為の禁止と禁反言の内容は一
般的に区別されないとする。
（53）潮見・前掲注（50）13頁。
（54）谷口＝石田・前掲注（10）92頁。
（55）河上・前掲注（38）14頁。
（56）磯村・前掲注（46）94頁。
（57）磯村・前掲注（46）94頁。その他の類型として「法定追認型」を挙げている。
（58）谷口＝石田・前掲注（10）98頁。
（59）谷口＝石田・前掲注（10）98頁。
（60）有賀恵美子「契約交渉破棄の責任―その関連条文の明確化の必要性―」円谷峻編『社
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会の変容と民法典』299頁（成文堂、2010）。
（61）有賀・前掲注（60）305頁。
（62）有賀・前掲注（46）35頁。その場合の矛盾主張を許さない正当化根拠及び禁反言
との関係について検討が必要とする。
（63）中山＝小泉・前掲注（７）1055頁。
（64）中山＝小泉・前掲注（７）1056頁。
（65）西井・前掲注（６）「出願経過（１）」1296頁以下に特許権の保護範囲の沿革が整
理されている。
（66）中山＝小泉・前掲注（７）1056頁。本規定の新設により、明細書における特許請
求の範囲の役割が明確化され、特許権の保護範囲と自由技術を明確に区別する客観的
範囲を、特許請求の範囲の記載に基づいて定めることとなった。
（67）牧野利秋編『実務解説　特許・意匠・商標』297頁〔設楽隆一〕（青林書院、2012）。
特許法36条第５項には「特許出願人が特許を受けようとする発明を特定するために
必要な事項と認める事項をすべてを記載しなければならない」と規定されている。
（68）三宅正雄「判批」別冊ジュリスト８号『特許判例百選［第１版］』142頁（有斐閣、
1966）。その理由として、出願経過に関する事項は、一般に公衆が知りえないことで
あり、相対的効力しかない契約の意思解釈の場合と同一に論ずべきでないとする。
（69）愛知・前掲注（１）「判断枠組み（１）」３頁。
（70）西井・前掲注（６）「出願経過（２）」1549頁。
（71）西井・前掲注（６）「出願経過（２）」1549頁。
（72）茶園・前掲注（４）229頁。審査経過禁反言（包袋禁反言）として、権利者が侵害
訴訟において、審査過程においてなした限定的な主張に矛盾する主張を行うことを許
さないとするものとする。
（73）吉藤・前掲注（２）488頁。
（74）中山・前掲注（２）427頁。
（75）高林龍『標準 特許法』133頁（有斐閣、第４版、2011）。
（76）大野・前掲注（８）「エストッペル論（１）」12頁。プロセキューションヒストリ ・ー
エストッペルの法理は、あくまで出願過程の主張が特許権の客観的権利範囲自体に影
響を与えるとするものであり、被疑侵害者の主観的態様如何にかかわらず、その適用
が認められるべきものであり、この法理について、我が国では、ファイルラッパー・
エストッペル（包袋禁反言）の名称の下に議論がされているとする。
（77）大友・前掲注（４）18頁。
（78）大友・前掲注（４）45頁。また、大野・前掲注（８）「エストッペル論（２）」69頁では、
エストッペルの適用、本質の把握においては相矛盾した行為を認めると如何なる弊害
が生じるのかを明らかにする必要があるとする。
（79）潮海・前掲注（４）197頁。特許庁における出願経過の資料が信頼に値することを
前提としつつ、公知技術の収集や技術的判断の困難を回避し、迅速に判断できる審査
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経過禁反言の法理は、特許裁判実務が生み出した知恵とする。また、審査経過禁反言
の法理の主たる根拠は、訴訟運営上の理由よりも、審査段階においていったん放棄し
た権利範囲を訴訟において拡張する特許権の矛盾言動への非難であるとする。
（80）田村・前掲注（２）「判断機関」235頁。「包袋禁反言」の法理を民事訴訟一般にお
ける信義則が特許訴訟において具体化したものとする見解について、民事訴訟一般に
おける法理（自白・判決効・訴訟上の信義則）と比較しつつ、理由付けとして不十分
である点を指摘する。そして、民事訴訟法の一般原則と比較し包袋禁反言はカテゴリ
カルに適用されるとする。
（81）西井・前掲注（６）「出願経過（２）」1576頁。田村・前掲注（２）「判断機関」236頁。
（82）愛知・前掲注（１）「判断枠組み（４）」39－46頁では、審査経過禁反言を基礎づ
ける規定が存在しないことから、一般法理たる信義則の規範の補充が必要とし、審査
潜脱防止説は不完全な議論であると指摘する。
（83）愛知・前掲注（１）「判断枠組み（４）」44頁。「二重の利得」とは、審査における
主張により特許権を取得する利得と、侵害訴訟における特許発明の技術的範囲の拡張
的主張が認められる利得との、相互に本来相容れない「利得」とする。
（84）愛知・前掲注（１）「判断枠組み（４）」45頁。
（85）愛知・前掲注（１）「判断枠組み（４）」42頁。
（86）愛知・前掲注（１）「判断枠組み（４）」43頁。他面において、出願人には、審判
等の手続保障がされているとする。
（87）愛知・前掲注（１）「判断枠組み（４）」44頁。
（88）愛知・前掲注（１）「判断枠組み（４）」45頁。
（89）青柳・前掲注（２）３頁。本論文では「包袋禁反言は、わが国では信義誠実の原
則がこれに近いもの」としている。
（90）青柳・前掲注（２）５頁。包袋禁反言の適用を認めてクレーム文言の縮小解釈を
認めた最初の判決としている。
（91）例えば、大阪地判昭和61年５月23日（〔繊維分離装置事件〕）、名古屋地判昭和63
年５月27日（〔光電式緯糸探知装置事件〕）。
（92）西井・前掲注（６）「出願経過（２）」1550頁。前半で認識限度論を認め、後半で
対第三者関係での信義の問題として「fail-wrapper estoppel」の原則を提示している
とする。
（93）審査経過に関する書類は、何人もその交付を請求することができる（特許法186条）。
もっとも、特許法66条に基づく特許公報制度の対象ではない。
（94）田村・前掲注（２）「判断機関」242頁。また、本判決が想定している事例は、特
許発明が新規性や進歩性を欠いている場合であり、公知技術除外説や権利濫用の法理
により保護範囲が減縮されたり特許権侵害にならなかったりするため、包袋禁反言の
法理には独自の意味がないことになるとする。
（95）高林・前掲注（75）150頁。その根拠として、本判決では「特許出願の際に将来
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のあらゆる侵害態様を予想して明細書の特許請求の範囲を記載することは極めて困難
であり、…特許権者による差止め等の権利行使を容易に免れることができるとすれば、
社会一般の発明への意欲を減殺することとなり、…特許法の目的に反するばかりでな
く、社会正義に反し、衡平の理念にもとる結果となる」と判示する。そのため、中山・
前掲注（２）430頁では、特許権者の利益と第三者の利益との調和点を見出すことが
重要であると指摘する。
（96）中山・前掲注（２）429頁
（97）均等論の成立要件として、「明細書の特許請求の範囲に記載された構成中に他人が
製造等をする製品又は用いる方法と異なる部分が存する場合であっても、①右部分が
特許発明の本質的部分ではなく、②右部分を右製品等におけるものと置き換えても特
許発明の目的を達することができ同一の作用効果を奏するものであって、③右のよう
に置き換えることに当該発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が右
製品等の製造等の時点において容易に想到することができたものであり、④右製品等
が特許発明の特許出願時における公知技術と同一又は右の者がこれから右出願時に容
易に推考できたものではなく、かつ、⑤右製品等が特許出願手続において特許請求の
範囲から意識的に除外されたものに当たるなどの特段の事情もないとき」と判示する
（①～⑤の番号は筆者）。
（98）高林・前掲注（３）560頁、中山＝小泉・前掲注（７）1103頁。
（99）中山＝小泉・前掲注（７）1108頁では、均等論による保護範囲の拡張と引き換えに、
外観法理による保護範囲拡張の歯止めに用いたものと解するとする。
（100）潮海・前掲注（４）215頁。東京地判平成12年９月27日は、無効理由を有するこ
とが明らかであり、権利の濫用に当たるとした事例とし、審査経過禁反言については
傍論であるとする。
（101）田村・前掲注（２）「判断機関」249頁。問題となる主張が権利成立の前後により
区別される決め手にならないとする。
（102）田村・前掲注（２）「判断機関」256頁。本判決及び東京地判平成12年９月27日
については、いずれも当然無効、権利濫用について判示したうえで駄目押し的な判示
であることに注意することを指摘する。
（103）東京地判平成21年12月16日（判タ1388号317頁、判時2110号114頁〔蛍光電子
内視鏡システム事件〕）でも「同主張は、特許異議手続における前示の経緯に照らし、
いわゆる禁反言の法理に反するものとして許されない」として信頼について言及して
いない。
（104）西井・前掲注（６）「出願経過（２）」1574頁。
（105）西井・前掲注（６）「出願経過（２）」1575頁。
（106）谷口＝石田・前掲注（10）98頁。
（107）磯村・前掲注（46）「矛盾行為（１）」90、91頁。
（108）本稿は特許法の裁判例を挙げているが、意匠法では大阪高裁平成22年５月14日
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判決（裁判所ウェブサイト）、商標法では知財高裁平成21年９月15日判決（判タ1342
号231頁、判時2068号148頁）、知財高裁平成22年７月28日判決（判タ1378号204頁、
判時2114号111頁）において、包袋禁反言と同様の法理が適用されている。
（109）青柳・前掲注（２）12頁。本稿の平成３年判決〔二軸強制混合機事件〕について、
包袋禁反言が成立する基盤も、出願経過は何人も包袋を調査することによって公然と
確知できる点にあるとし、形式的な公示制度の欠如は実質的な理由にならないとする。
（110）もっとも、潮海・前掲注（４）216頁では、出願段階と矛盾する主張を行う不誠
実な出願人に対する非難という当事者の衡平の観点を有する点を否定することはでき
ないとする。
（111）特許制度の根幹から考えるなら、出願人－特許庁の間において、技術情報と特許
権が交換される一方で、特許庁－実施者との間において技術情報の開示と実施による
産業の発展という、出願人－特許庁－実施者という交換的関係と捉えることもできる。
（112）以上に掲げた文献以外に以下の文献を参照した。
【民法に関する文献】
河上正二『民法学入門―民法総則講義・序論』（有斐閣、第２版、2009）、川島武宜
「権利濫用の意味論的考察―機能主義的分析の１つの試み―」『末川先生古稀記念・権
利の濫用（上）』129頁（有斐閣、1962）、谷口知平「債権法における信義誠実の原則」
判例時報編集部編『民法の基本問題150講　Ⅱ　債権』（一粒社、1969）、谷口知平編「注
釈民法（１）総則（１）」〔田中実〕（有斐閣、1964）、平野裕之『民法総則』（日本評論社、
第３版、2011）、広中俊雄「信義誠実の原則の適用範囲」『広中俊雄著作集４　民事
法の諸問題』（創文社、1994）、星野英一『民法概論Ⅰ（序論・総則）』（良書普及会、
改訂、1981）、山本敬三『民法講義１　総則』（有斐閣、第３版、2011）、我妻栄「公
共の福祉・信義則・権利濫用の相互の関係」『末川先生古稀記念・権利の濫用（上）』
129頁（有斐閣、1962）、我妻栄ほか『我妻・有泉コンメンタール民法―総則・物権・
債権―』（日本評論社、第２版、2008）
【特許法に関する文献】
青山紘一『特許法』（法学書院、第９版、2007）、市川正巳「特許発明の技術的範囲と
出願経過」牧野利秋＝飯村敏明編『新・裁判実務体系　知的財産関係訴訟法』（青林
書院、2001）、今井弘晃「特許発明の技術的範囲の解釈と出願経過について」牧野利
秋ほか編『知的財産法の理論と実務　第１巻〔特許法［Ⅰ］〕』（新日本法規、2007）、
永野周志『注解　特許権侵害判断認定基準－裁判例からみたクレーム解釈の実務』（ぎ
ょうせい、再版、2006）、渋谷達紀『特許法』（発明推進協会、2013）、髙部眞規子『実
務詳説　特許関係訴訟』（金融財政事情研究会、2011）、村林隆一「昭和34年法（特
許法）の技術的範囲について」高林龍ほか編『現代知的財産法講座Ⅳ　知的財産法学
の歴史的鳥瞰』（日本評論社、2012）、森義之「クレーム解釈（１）―一般論、明細書・
出願経過の考慮」高林龍ほか編『現代知的財産法講座Ⅱ　知的財産法の実務的発展』（日
本評論社、2012）
